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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 153,007 △0.5 17,338 △18.5 17,569 △16.1 13,000 △1.0
22年12月期 153,779 9.8 21,271 90.6 20,941 81.5 13,133 270.9
（注）包括利益 23年12月期 12,966百万円 （△2.2％） 22年12月期 13,258百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 51.00 ― 11.1 10.2 11.3
22年12月期 52.05 ― 12.5 12.5 13.8
（参考） 持分法投資損益 23年12月期  414百万円 22年12月期  342百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 171,046 127,776 72.4 469.62
22年12月期 173,847 125,027 63.4 437.17
（参考） 自己資本   23年12月期  123,826百万円 22年12月期  110,283百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 17,828 △9,041 △7,320 23,992
22年12月期 24,843 △10,155 △4,117 22,689

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 3.50 ― 5.50 9.00 2,270 17.3 2.2
23年12月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 2,539 19.6 2.2
24年12月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 26.4

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 76,000 △3.2 7,300 △29.4 7,600 △27.7 4,400 △24.6 16.69
通期 157,000 2.6 17,000 △1.9 17,300 △1.5 10,000 △23.1 37.93



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 263,992,598 株 22年12月期 263,992,598 株
② 期末自己株式数 23年12月期 317,058 株 22年12月期 11,725,420 株
③ 期中平均株式数 23年12月期 254,929,548 株 22年12月期 252,327,553 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 92,363 15.9 10,016 △9.5 11,884 △1.4 7,487 △21.2
22年12月期 79,704 15.5 11,070 107.7 12,051 60.7 9,504 201.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 29.37 ―
22年12月期 37.67 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 142,389 86,802 61.0 329.20
22年12月期 132,950 77,622 58.4 307.70
（参考） 自己資本 23年12月期  86,802百万円 22年12月期  77,622百万円

2.  平成24年12月期の個別業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続
は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想には、本資料の発表日現在入手可能な情報に基づく予測が含まれております。実際の業績は、今後さまざまな変動要因により、上記数値と異
なる可能性があります。上記業績予想に関する事項は、決算短信（添付資料）３ページをご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 49,400 9.5 5,200 △8.8 6,900 △0.0 4,900 17.7 18.58
通期 101,600 10.0 11,500 14.8 14,100 18.6 9,400 25.5 35.65



   

   

 ※当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等については、開催後速や

かに当社ホームページで掲載する予定です。 

  ・平成24年２月17日（金）・・・・・・証券アナリスト・機関投資家向け決算説明会  
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(1）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況 

当連結会計年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）におけるわが国経済は、東日本大震災の影響に

よって受けた深刻なダメージからは持ち直しつつあるものの、本格的な需要回復には至らず、欧州債務危機に端を

発する世界経済の減速、急激な円高の進行など厳しい事業環境のうちに推移しました。化学業界におきましても、

原油、ナフサをはじめとする原燃料価格の上昇、液晶、半導体を中心とした電子材料向け需要の落ち込みに加え、

期後半からはアジア市場における製品市況が下落に転じるなど、収益を圧迫される状況が続きました。 

このような中、当社グループは、原燃料価格の上昇に応じた製品価格の是正に取り組むとともに、アジア市場で

の拡販、継続的なコスト削減を進めるなど、収益の確保に努めました。また、グループの経営資源を集約し、意思

決定の迅速化を図っていくため、４月に鶴見曹達株式会社と販売・開発部門を統合したほか、７月には上場子会社

であったアロン化成株式会社を株式交換により完全子会社化するなど、グループ経営の一層の深化に向けて体制を

強化しました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は1,530億７百万円（前年度比0.5%減収）、営業利益は173億３千８百万円

（前年度比18.5%減益）、経常利益は175億６千９百万円（前年度比16.1%減益）となりました。また、当期純利益

は、株式交換によりアロン化成株式会社を完全子会社化したことに伴う負ののれん発生益を計上しましたため、

130億円（前年度比1.0％減益）となりました。 

  

    ② 当連結会計年度の事業別の概況 

(ア）基礎化学品事業 

苛性ソーダおよび無機塩化物は、震災の影響により落ち込んだ需要が回復せず、販売価格も低迷したことによ

り低調に推移しました。無機高純度品は、半導体分野を中心とした需要が落ち込み低調に推移しました。硫酸

は、底堅い需要に支えられ堅調に推移しました。工業用ガスは、震災の影響により落ち込んだ需要の回復が遅く

低調に推移しました。なお、平成23年４月よりヴイテック株式会社から塩ビ樹脂製造設備を譲受け、あらたに塩

ビ樹脂の受託生産を開始したため、当該受託による新規販売分が売上高の増加に寄与しました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は481億１千２百万円（前年度比5.4%増収）、営業利益は44億８千５百

万円（前年度比31.8%減益）となりました。 

  

（イ）アクリル製品事業 

アクリル酸エステルは、期前半はアジア市場における製品市況が高止まりし好調に推移しましたが、期後半は

市況が下落基調に転じるとともに、新興国向けを中心とした販売数量が減少し低調に推移しました。アクリル系

ポリマーは、製品価格の是正により収益が改善し順調に推移しました。高分子凝集剤は、震災影響により民需、

官公需が低迷したことに加え、急激な円高により輸出が不振となり低調に推移しました。光硬化型樹脂「アロニ

ックス」は、液晶分野向けを中心に販売数量が大幅に減少し低調に推移しました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は574億６千６百万円（前年度比4.7%減収）、営業利益は84億８千８百

万円（前年度比12.5%減益）となりました。 

  

（ウ）機能製品事業 

接着剤は、一般用の需要が安定して推移するとともに、工業用もプリント基板関連向けを中心に旺盛な需要に

支えられ、順調に推移しました。建築・土木製品は、建築補修用途の販売数量が伸び悩み低調に推移しました。

無機機能材料は、消臭剤などの一部環境・アメニティ製品は堅調に推移したものの、抗菌剤、無機イオン交換体

の需要が落ち込み低調に推移しました。エレクトロニクス材料は、半導体分野の不振を受けてシリコン系高純度

ガスの需要が大幅に落ち込み低調に推移しました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は161億５千２百万円（前年度比3.2%減収）、営業利益は29億６千３百

万円（前年度比16.2%減益）となりました。 

１．経営成績



（エ）樹脂加工製品事業 

管工機材製品は、住宅資材向け需要が底堅く推移したものの、下水道関連の需要が落ち込み低調に推移しまし

た。ライフサポート製品は、介護関連製品の需要が底堅く推移したものの、日用雑貨品は低調に推移しました。

成形材は、エラストマーコンパウンドの出荷が伸長し堅調に推移しました。 

 これらの結果、当セグメントの売上高は、276億８千２百万円（前年度比1.2%減収）、営業利益は14億１千１

百万円（前年度比5.0%減益）となりました。 

  

（オ）その他の事業 

新規製品の研究開発事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業などにより構成される当セグメ

ントは、売上高は35億９千４百万円（前年度比13.7%増収）、営業利益は２百万円となりました。 

  

③ 次期の業績見通し 

今後の経済情勢につきましては、震災復興の本格化に伴う需要の回復が見込まれるものの、欧州信用不安の長期

化による世界経済の減速や長引く円高、電力コストの上昇など厳しい状況が続くものと思われます。 

当社グループを取り巻く事業環境につきましても、電子材料向けを中心とした需要の回復は弱く、原燃料価格も

高止まりすることが見込まれており、平成24年12月期の売上高および営業利益は、前期とほぼ同水準になると予想

しています。なお、当期純利益は、アロン化成株式会社を完全子会社化したことに伴い、前期に特別利益として計

上した負ののれん発生益がなくなるため、大幅な減益になると予想しています。 

当社グループとしましては、一部に需給の逼迫感が見られる基礎化学品を中心に、積極的に製品価格の是正を図

っていくとともに、中期経営計画“ALL TOA 2013”に掲げた成長戦略に基づくアクションプランを着実に実行し、

収益の拡大に努めてまいります。 

  

＜平成24年12月期連結業績予想＞ 

通期（平成24年１月１日～平成24年12月31日）                                              (単位：百万円）

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債および純資産の状況 

 総資産合計は、設備投資により、「建物及び構築物」および「機械装置及び運搬具」が増加しましたものの、貸

付先の清算結了に伴い「固定化債権」および対応する「貸倒引当金」が減少しましたため、前連結会計年度末に比

べ28億１百万円、1.6％減少の1,710億４千６百万円となりました。 

 負債合計は、「短期借入金」の返済などにより前連結会計年度末に比べ55億５千万円、11.4％減少の432億６千

９百万円となりました。 

 純資産合計は、株式交換による連結子会社の完全子会社化により、割当交付した「自己株式」および「少数株主

持分」が減少したものの、子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加所得に伴う少数株主持分の差額による負

ののれんの発生に伴い、「株主資本合計」が増加しましたため、前連結会計年度末に比べ27億４千９百万円、

2.2％増加の1,277億７千６百万円となり、自己資本比率は72.4％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が増加しましたため、前連結会計年度に比べ収入が70

億１千５百万円減少し、178億２千８百万円の収入となりました。  

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定化債権が減少しましたため、前連結会計年度に比べ支出が11億１千

４百万円減少し、90億４千１百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が増加しましたため、前連結会計年度に比

べ支出が32億２百万円増加し、73億２千万円の支出となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は239億９千２百万円となり、前連結会計年度末に

比べ13億３百万円の増加となりました。 

  
平成23年12月期 

実績 
平成24年12月期 

見通し 
増減（金額） 増減（比率） 

 売上高   153,007  157,000  3,992 % 2.6

 営業利益   17,338  17,000  △338 % △1.9

 経常利益   17,569  17,300  △269   % △1.5

 当期純利益   13,000  10,000  △3,000 % △23.1



③ 次期の見通し 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額の減少により、230億円の収入を見込んでおります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の増加により、150億円の支出を見込ん

でおります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、40億円の支出を見込んでおります。 

④ 当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。 

３．有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち、利息を支払っている負債（リース債務を

除く）を対象としております。 

４．営業キャッシュ・フローおよび利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を用いております。 
  

(3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

 利益配分につきましては、当期の業績、今後の事業展開、業績の進展等を総合的に勘案して、１株当たり８円を安

定配当の標準とし、株主の皆様への安定的な利益還元に努めることを基本方針としております。また、内部留保資金

につきましては、健全な財務体質を確立・維持することの重要性に留意しつつ、今後予想される競争激化に備えるた

めの研究開発および設備投資の原資として活用してまいります。 

 なお、当期の期末配当金につきましては、１株当たり５円とさせていただきたいと存じます。当期は中間配当金５

円をお支払いしておりますので、１株当たりの年間配当金は10円となります。 

 次期の配当金につきましては、１株当たり中間配当金５円、期末配当金５円とし、年間配当金は１株当たり10円と

させていただく予定であります。 

(4）事業等のリスク 

 「経営成績および財政状態」の記載の前提として、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以

下のようなものが含まれております。 

 なお、以下記載の中には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当決算発表日（平成24年２月９日）
現在において判断したものであります。 

① 競合他社との価格競争の影響について 

 当社グループが製造・販売する製品には、性質・性能面において他社製品との差別化が困難なものが多く、激
化する価格競争の環境下においては、営業活動の強化および生産コストの低減に取り組んでいるものの、当社グ
ループの製品と同等の製品をより低価格で販売可能な競合他社に対して、当社グループが優位性を維持すること
ができなくなり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

② 原油・ナフサ価格の変動による影響について 

 当社グループが製造・販売する製品の主原料購入価格は、原油・ナフサ価格の変動に影響されるため、当該価
格変動を反映した製品価格の是正および合理化が十分に実施できなかった場合、当社グループの経営成績および
財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

③ 製造物責任による影響について 

 製品の品質維持には万全の体制で取り組んでいるものの、当社グループが製造・販売する製品の予期せぬ欠陥
に起因して、顧客および第三者に対して損害を与えた場合、発生する損失すべてを製造物責任賠償保険によって
補填できない可能性があり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

④ 災害による影響について 

 当社グループの生産拠点は、主に東海地区に立地しており、東海大地震等の震災が発生した場合、操業の停止
をはじめとした多くの損害が予想され、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがありま
す。 

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

自己資本比率（％）  61.5  63.4  72.4

時価ベースの自己資本比率（％）  54.5  55.1  48.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.7  0.5  0.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  92.6  99.3  76.1



⑤ 重要な訴訟等による影響について 

 当社グループの事業活動に関して、重要な訴訟等が提起された場合、当社グループの経営成績および財政状態
に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑥ 繰延税金資産の回収可能性による影響について 

 当社グループの繰延税金資産は、将来の課税所得の予測を基に回収可能性を判断し、計上した金額を基礎とし
ております。将来の課税所得の予測と実績に乖離が生じた場合などは、当社グループの経営成績および財政状態
に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑦ 為替レート変動による影響について 

 当連結会計年度の当社グループにおける海外売上高の割合は16.3％となっております。また、海外に連結子会
社７社、持分法適用関連会社１社を有しております。そのため、為替レートの変動は、当社グループの経営成績
および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

  

⑧ 金利変動による影響について 

 当社グループは、より一層の金融収支の改善を図るために、有利子負債削減を進めておりますが、金利変動
は、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑨ 固定資産の減損会計適用による影響について 

 当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。この基準の適用に伴い、今後の土地等
の時価や事業環境の大幅な変動によって、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあり
ます。 

 当社グループは、以上のような事項発生の可能性を十分に認識し、当社および各社の経営成績および財政状態へ

の影響を最小限に抑えるべく、適切な対応に努めてまいります。 

  

 最近の有価証券報告書（平成23年３月31日提出）における「事業系統図（事業の内容)」および「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理念のもと、特

色ある技術を基盤として化学の領域で事業を創造するとともに、優れた化学製品を提供することにより快適な生活環

境を提供し、投資家・顧客・従業員にとって魅力ある成長する企業グループになることを経営の基本方針としていま

す。あわせて、良き企業市民として地域社会に貢献し、より多くの人々に働く場を提供するとともに、環境の保全と

積極的な環境改善により地球環境と調和した会社の発展に努めていきます。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略および目標とする経営指標 

 当社グループは、長期的視点に立った企業ビジョンとして「2020年（平成32年）のありたい姿」を定め、この目標

に到達するための第一ステージとして2011年（平成23年）から始まり2013年（平成25年）を最終年度とする中期経営

計画“ALL TOA 2013”を策定しています。「2020年のありたい姿」、および「中期経営計画“ALL TOA 2013”」の概

要は次のとおりです。 

  

① 「2020年のありたい姿」 

「技術力を背景に、基礎化学品、アクリル製品、機能製品、樹脂加工製品の各事業領域において、特色ある高機能製

品を継続的に生み出すとともに、新製品・新事業を創出し、成長を続ける価値創造型高収益企業グループ」 

●コア製品（営業利益10億円以上）が20以上あり、加えていくつかの代表的製品（営業利益20億円以上）を持っ 

て、存在感のある化学企業グループ（売上高3,000億円以上、営業利益400億円以上）となっている。  

●米国・アジア等で「強い競争力を持った製品」の安定した海外事業基盤を持っている。  

●上記を支える高い技術力、経営マインドをもった人財を多数有している。 

  

② 中期経営計画“ALL TOA 2013” 

(ア) テーマ 『英知と連携“ALL TOA 2013”』 

       中期経営計画“ALL TOA 2013”を達成するために、グループ全社員の英知を結集し、グループ内外と

の連携を強化する。 

２．企業集団の状況

３．経営方針



(イ) 成長戦略 

     ａ）コア製品の収益拡大  

ｂ）高付加価値製品の加速的成長  

ｃ）新製品、新事業の創出  

(ウ) 経営施策 

     ａ）人財の育成と活用  

ｂ）連携強化（グループ・部門間、社外リソース等）  

ｃ）ＣＳＲ（企業の社会的責任）の深化 

(エ) 最終年度（2013年12月期）の連結数値目標 

  

(3）会社の対処すべき課題 

日本企業を取り巻く事業環境が一層の厳しさを増す中、当社グループが持続的な成長・拡大を遂げていくために

は、中期経営計画“ALL TOA 2013”に掲げる三つの成長戦略、「コア製品の収益拡大」、「高付加価値製品の加速的

成長」、「新製品、新事業の創出」をいち早く実現し、その成果を確実にあげていくことが喫緊の課題となります。

このうち、成長戦略の一つ目の柱である「コア製品の収益拡大」については、営業利益10億円以上の製品をコア製

品と位置づけ、既存コア製品事業を持続的に拡大させていくとともに、近い将来コア製品に育つことが期待できる事

業には積極的に経営資源を投入していきます。特に、川上から川下まで当社グループのコア製品が連なるアクリルチ

ェーンでは、その起点となるアクリル酸の製造を担う大分ケミカル株式会社において、製造設備の新設投資を行うこ

とを決定しました。本投資プロジェクトの遂行を通じてアクリルチェーンの基盤強化を図っていくとともに、チェー

ン川下にコア製品群として連なる各種アクリル誘導品の事業拡大に向けて、グループの総力をあげて取り組んでまい

ります。 

二つ目の柱である「高付加価値製品の加速的成長」については、無機高純度品、アクリル川下製品、機能性接着

剤、半導体材料などの分野で顧客ニーズを満足させる製品開発を行うのみならず、「顧客のもう一段川下のユーザ

ー」の問題を解決する戦略的なマーケット開拓を精力的に行い、高付加価値製品の加速的成長を図ってまいります。

三つ目の柱である「新製品、新事業の創出」については、昨年、当社グループの研究開発の中核を成す二つの拠

点、「Ｒ＆Ｄ総合センター」とアロン化成株式会社の「ものづくりセンター」を開設しました。開発を推進していく

ためのハードウエアは整備されましたので、今後は研究開発員の育成を強化するとともに、大学等の外部リソースと

の連携を深めるなど、ソフト面の充実を図りながら、新製品、新事業の創出を加速してまいります。 

また、これらの成長戦略に加え、「ＣＳＲ（企業の社会的責任）の深化」を経営施策に掲げ、コンプライアンスの

徹底、コーポレート・ガバナンスの強化、レスポンシブル・ケアの推進など、ステークホルダーとのかかわりを強く

意識したＣＳＲ活動をグループ一丸となって実施してまいります。 

  

売上高 億円      2,000

営業利益  億円      250

売上高営業利益率        ％      12.5

当期純利益 億円      150

1株当たり当期純利益      円      60

総資産経常利益率  12％以上      

売上高研究開発費比率  4％前後      



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,055 14,467

受取手形及び売掛金 44,495 42,182

有価証券 9,000 10,000

たな卸資産 15,710 16,991

繰延税金資産 1,031 708

未収還付法人税等 － 2,050

その他 1,253 1,434

貸倒引当金 △108 △76

流動資産合計 85,438 87,757

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 19,230 19,897

機械装置及び運搬具（純額） 17,317 18,996

工具、器具及び備品（純額） 2,616 2,591

土地 16,859 16,857

リース資産（純額） 248 193

建設仮勘定 4,259 3,217

有形固定資産合計 60,530 61,754

無形固定資産   

のれん 241 48

リース資産 9 7

その他 1,043 1,025

無形固定資産合計 1,294 1,081

投資その他の資産   

投資有価証券 13,889 13,645

長期貸付金 23 5

固定化債権 8,753 －

前払年金費用 1,987 2,515

繰延税金資産 4,948 3,014

その他 2,765 1,361

貸倒引当金 △5,782 △90

投資その他の資産合計 26,583 20,452

固定資産合計 88,408 83,288

資産合計 173,847 171,046



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,828 14,983

短期借入金 7,481 3,274

リース債務 89 94

未払法人税等 5,012 1,736

繰延税金負債 0 0

賞与引当金 67 28

製品回収引当金 5 5

その他 9,483 9,055

流動負債合計 36,968 29,179

固定負債   

長期借入金 6,020 9,323

リース債務 180 116

繰延税金負債 976 52

退職給付引当金 540 534

役員退職慰労引当金 32 32

その他 4,101 4,030

固定負債合計 11,851 14,090

負債合計 48,820 43,269

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,886 20,886

資本剰余金 15,088 16,797

利益剰余金 77,131 86,758

自己株式 △2,955 △103

株主資本合計 110,151 124,338

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,499 1,166

為替換算調整勘定 △1,367 △1,678

その他の包括利益累計額合計 131 △511

少数株主持分 14,743 3,950

純資産合計 125,027 127,776

負債純資産合計 173,847 171,046



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 153,779 153,007

売上原価 103,491 107,663

売上総利益 50,288 45,344

販売費及び一般管理費   

販売費 17,841 16,659

一般管理費 11,175 11,346

販売費及び一般管理費合計 29,016 28,006

営業利益 21,271 17,338

営業外収益   

受取利息 120 90

受取配当金 308 375

持分法による投資利益 342 414

固定資産賃貸料 101 69

雑収入 256 415

営業外収益合計 1,130 1,365

営業外費用   

支払利息 246 213

為替差損 251 62

環境整備費 398 434

遊休設備費 111 113

研究所移転費用 189 －

浚渫費用 － 89

雑支出 262 221

営業外費用合計 1,459 1,134

経常利益 20,941 17,569

特別利益   

固定資産売却益 10 －

投資有価証券売却益 12 －

貸倒引当金取崩益 15 －

負ののれん発生益 － 3,080

退職給付制度改定益 240 149

移転補償金 － 89

特別利益合計 278 3,318

特別損失   

固定資産処分損 538 515

減損損失 2,419 476

貸倒引当金繰入額 236 －

投資有価証券評価損 103 441

関係会社株式評価損 6 －

災害による損失 － 462

特別損失合計 3,303 1,895

税金等調整前当期純利益 17,917 18,992

法人税、住民税及び事業税 6,583 3,313

法人税等調整額 △2,575 2,043

法人税等合計 4,008 5,357

少数株主損益調整前当期純利益 － 13,635

少数株主利益 775 635

当期純利益 13,133 13,000



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 13,635

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △337

為替換算調整勘定 － △331

その他の包括利益合計 － △668

包括利益 － 12,966

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 12,351

少数株主に係る包括利益 － 615



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,886 20,886

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,886 20,886

資本剰余金   

前期末残高 15,086 15,088

当期変動額   

自己株式の処分 2 1

株式交換による変動額 － 1,706

当期変動額合計 2 1,708

当期末残高 15,088 16,797

利益剰余金   

前期末残高 65,638 77,131

在外持分法適用会社の会計処理の変更に伴う
増減

－ △765

当期変動額   

剰余金の配当 △1,640 △2,608

当期純利益 13,133 13,000

当期変動額合計 11,492 10,391

当期末残高 77,131 86,758

自己株式   

前期末残高 △2,907 △2,955

当期変動額   

自己株式の取得 △53 △3,315

自己株式の処分 5 7

株式交換による変動額 － 6,160

当期変動額合計 △48 2,852

当期末残高 △2,955 △103

株主資本合計   

前期末残高 98,704 110,151

在外持分法適用会社の会計処理の変更に伴う
増減

－ △765

当期変動額   

剰余金の配当 △1,640 △2,608

当期純利益 13,133 13,000

自己株式の取得 △53 △3,315

自己株式の処分 7 9

株式交換による変動額 － 7,866

当期変動額合計 11,446 14,951

当期末残高 110,151 124,338



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,469 1,499

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29 △332

当期変動額合計 29 △332

当期末残高 1,499 1,166

為替換算調整勘定   

前期末残高 △725 △1,367

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △642 △310

当期変動額合計 △642 △310

当期末残高 △1,367 △1,678

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 744 131

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △613 △643

当期変動額合計 △613 △643

当期末残高 131 △511

少数株主持分   

前期末残高 14,250 14,743

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 493 △10,793

当期変動額合計 493 △10,793

当期末残高 14,743 3,950

純資産合計   

前期末残高 113,700 125,027

在外持分法適用会社の会計処理の変更に伴う増減 － △765

当期変動額   

剰余金の配当 △1,640 △2,608

当期純利益 13,133 13,000

自己株式の取得 △53 △3,315

自己株式の処分 7 9

株式交換による変動額 － 7,866

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △119 △11,437

当期変動額合計 11,326 3,514

当期末残高 125,027 127,776



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 17,917 18,992

減価償却費 8,524 8,876

減損損失 2,419 476

のれん償却額 323 242

負ののれん発生益 － △3,080

貸倒引当金の増減額（△は減少） 224 △59

退職給付引当金の増減額（△は減少） △409 △533

その他の引当金の増減額（△は減少） △157 △38

受取利息及び受取配当金 △429 △465

支払利息 246 213

為替差損益（△は益） 60 △13

持分法による投資損益（△は益） △342 △414

移転補償金 － △89

固定資産売却損益（△は益） △10 －

投資有価証券売却損益（△は益） △12 －

固定資産処分損益（△は益） 538 515

投資有価証券評価損益（△は益） 103 441

関係会社株式評価損 6 －

災害損失 － 462

売上債権の増減額（△は増加） △709 2,244

たな卸資産の増減額（△は増加） △128 △1,373

仕入債務の増減額（△は減少） △1,819 203

その他の資産・負債の増減額 1,132 △761

小計 27,477 25,837

利息及び配当金の受取額 786 878

利息の支払額 △250 △234

移転補償金の受取額 － 97

災害損失の支払額 － △341

法人税等の支払額 △3,169 △8,410

営業活動によるキャッシュ・フロー 24,843 17,828

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △18 △124

投資有価証券の取得による支出 △20 △744

投資有価証券の売却による収入 108 －

有形固定資産の取得による支出 △9,689 △10,352

有形固定資産の売却による収入 28 15

短期貸付金の増減額（△は増加） 40 －

固定化債権の増減額（△は増加） △42 3,088

長期貸付金の回収による収入 44 21

その他の投資活動による収支 △605 △945

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,155 △9,041



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,304 △920

長期借入れによる収入 － 4,100

長期借入金の返済による支出 △797 △4,091

自己株式の売却による収入 7 9

自己株式の取得による支出 △53 △3,315

リース債務の返済による支出 △83 △97

親会社による配当金の支払額 △1,641 △2,605

少数株主への配当金の支払額 △292 △400

少数株主からの払込みによる収入 48 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,117 △7,320

現金及び現金同等物に係る換算差額 △268 △163

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,301 1,303

現金及び現金同等物の期首残高 12,387 22,689

現金及び現金同等物の期末残高 22,689 23,992



 該当事項はありません。 

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

 これに伴う損益に与える影響はありません。 

（持分法に関する会計基準および持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

 当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）および

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用し、

連結決算上必要な修正を行っております。 

 これにより、期首の利益剰余金を765百万円減額しておりますが、損益に与える影響はありません。 

  

（退職給付制度） 

 連結子会社２社は、平成23年７月１日より適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制度および確定拠出年金

制度へ移行いたしました。また、連結子会社１社においては、平成23年９月16日に厚生年金基金から脱退が承認さ

れ、平成23年12月１日より確定給付企業年金制度および確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

 これにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１月31日）

を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行っております。 

 本移行に伴う影響額 百万円は、「退職給付制度改定益」として、特別利益に計上しております。  

（包括利益の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」および「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(7）追加情報

149

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円12,520

少数株主に係る包括利益  737

計  13,258

その他有価証券評価差額金 百万円28

為替換算調整勘定  △679

計  △650



当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 
１．報告セグメントの概要 
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
 当社グループは、製品・サービス別に事業部門が構成され、当社事業部および子会社が取り扱う製品・サ
ービスについて国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、経済的特徴や製品の性
質、サービスの内容等が概ね類似しているものを集約した「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、
「機能製品事業」、「樹脂加工製品事業」の４つを報告セグメントとしております。  

各報告セグメントに属する主要製品  

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」と同一であります。 
 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 
 セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。   

３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 
前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発  
        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。 
   ２．調整額は以下のとおりであります。 
    （１）セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。 
    （２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産49,819百万円および
       セグメント間取引消去が含まれております。 
    （３）減価償却費の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 
    （４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない
       全社資産の設備投資額であります。 
   ３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
   ４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント 主要製品 

基礎化学品事業 
  

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、 
硫酸、工業用ガス等 

アクリル製品事業 
  

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、 
光硬化型樹脂等 

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等 

樹脂加工製品事業 
  

管工機材関連製品、ライフサポート関連製品、成形材関連製品、 
環境ビジネス関連製品 

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３ 

基礎 
化学品 

アクリル
製品 

機能 
製品 

樹脂加工
製品 

計 

売上高                   

外部顧客への 
売上高 

 45,643  60,271  16,688  28,015  150,619  3,160  153,779  －  153,779

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 158  24  359  24  567  5,910  6,478  △6,478  －

計  45,802  60,296  17,048  28,039  151,186  9,071  160,257  △6,478  153,779

セグメント利益 
またはセグメント
損失（△） 

 6,580  9,696  3,536  1,485  21,298  △48  21,250  21  21,271

セグメント資産  37,836  46,651  15,080  35,391  134,960  2,117  137,078  36,769  173,847

その他の項目                                                      

減価償却費  3,101  2,346  535  1,704  7,688  205  7,894  629  8,524

のれんの償却額  －  323  －  －  323  －  323  －  323

持分法適用会社
への投資額 

 624  －  1,326  －  1,951  －  1,951  －  1,951

有形固定資産及
び無形固定資産
の増加額 

 3,149  5,161  447  1,429  10,187  121  10,309  246  10,555



当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発  
        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。 
   ２．調整額は以下のとおりであります。 
    （１）セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。 
    （２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産48,424百万円および
       セグメント間取引消去が含まれております。 
    （３）減価償却費の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 
    （４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない
       全社資産の設備投資額であります。 
   ３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  
   ４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。 

１．地域ごとの情報 

(1）売上高 

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

                               （単位：百万円） 

  

 当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

                               （単位：百万円） 

       （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、

記載を省略しております。 

  

２．主要な顧客ごとの情報 

 特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10%未満であるため、記載を省略しております。 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３ 

基礎 
化学品 

アクリル
製品 

機能 
製品 

樹脂加工
製品 

計 

売上高                   

外部顧客への 
売上高 

 48,112  57,466  16,152  27,682  149,412  3,594  153,007  －  153,007

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 103  30  375  88  597  7,659  8,256  △8,256  －

計  48,215  57,496  16,527  27,770  150,010  11,254  161,264  △8,256  153,007

セグメント利益 
またはセグメント
損失（△） 

 4,485  8,488  2,963  1,411  17,349  2  17,351  △13  17,338

セグメント資産  37,391  48,307  15,671  35,767  137,137  2,370  139,508  31,537  171,046

その他の項目                                                      

減価償却費  3,175  2,632  562  1,724  8,095  203  8,298  577  8,876

のれんの償却額  －  241  0  －  242  －  242  －  242

持分法適用会社

への投資額 
 710  －  102  －  813  －  813  －  813

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 

 2,687  3,501 1,186  2,384  9,760  133  9,893  555  10,449

【関連情報】

日本   アジア 北米 その他 合計 

     125,245      23,385  2,469  2,679  153,779

日本 アジア 北米 その他 合計 

     128,091      20,654  2,245  2,015  153,007



前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  

  

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

  

  

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

                                       （単位：百万円） 

  

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略して 

おります。 

  

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

（重要な負ののれん発生益）  

 「樹脂加工製品事業」セグメントにおいて、当社の連結子会社を株式交換により完全子会社化したことに

より、 百万円の負ののれん発生益を計上しております。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

                                      （単位：百万円） 

  基礎化学品 
アクリル 
製品 

機能製品 
樹脂加工 
製品 

その他 調整額  合計 

減損損失  622  －  731  187  －  877  2,419

  （単位：百万円）

  
基礎 
化学品 

アクリル 
製品 

機能 
製品 

樹脂加工 
製品 

その他 調整額 合計 

減損損失  476  －  －  －  －  －  476

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

基礎 
化学品 

アクリル 
製品 

機能 
製品 

樹脂加工 
製品 

その他 調整額  合計 

当期末残高  －  241  －  －  －  －  241

  （単位：百万円）

  
基礎 
化学品 

アクリル 
製品 

機能 
製品 

樹脂加工 
製品 

その他 調整額 合計 

当期末残高  －  －  48  －  －  －  48

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

3,080



共通支配下の取引等  

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

（アロン化成株式会社の完全子会社化） 

 当社および連結子会社であるアロン化成㈱（以下「アロン化成」といいます。）は、平成23年２月10日開催の両

社取締役会決議に基づき、当社を株式交換完全親会社、アロン化成を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締

結いたしました。 

 本株式交換は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により株主総会の承認

を受けずに行い、アロン化成については、平成23年３月25日に開催の同社定時株主総会において株式交換契約の承

認が決議されました。 

 これにより、平成23年７月１日を効力発生日として株式交換を実施し、当社はアロン化成の完全親会社となり、

完全子会社となるアロン化成の株式は、平成23年６月28日に上場廃止となりました。 

１．結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容 

  結合企業（株式交換完全親会社） 

   名称 東亞合成株式会社 

   事業の内容 基礎化学品、アクリル製品、機能製品等の製造および販売 

  被結合企業（株式交換完全子会社） 

   名称 アロン化成株式会社 

   事業の内容 合成樹脂製品等の加工および販売 

(2)企業結合日 

 平成23年７月１日 

(3)企業結合の法的形式 

 株式交換 

(4)取引の目的を含む取引の概要 

 アロン化成の完全子会社化によって、より迅速な経営判断と機動的な事業運営を可能とし、研究・技術開発・営業

開発・製造技術・管理体制の面での当社との情報の共有化や、より緊密な経営資源の連携により、事業の拡大と運営

の効率化を図ることを目的とし、当社を株式交換完全親会社、アロン化成を株式交換完全子会社とする株式交換を行

いました。 

２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準 共通支配下の取引等の会計処理」に基づき会計処理を行っております。 

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1)取得原価およびその内訳 

  取得の対価（当社普通株式）  7,866百万円 

  取得に直接要した支出       59百万円 

  取得原価           7,925百万円 

(2)株式の種類別の交換比率およびその算定方法ならびに交付株式数 

 ①株式交換比率 

 普通株式 当社 １ ： アロン化成 １．２５ 

 ②株式交換比率の算定方法 

 株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、当社は大和証券キャピタル・マーケッ

ツ㈱（以下「大和証券ＣＭ」といいます。）を、アロン化成はプライスウォーターハウスクーパース㈱（以下「Ｐｗ

Ｃ」といいます。）を、それぞれの第三者算定機関に選定いたしました。 

 大和証券ＣＭは、当社およびアロン化成の両社について、市場株価法およびディスカウンテッド・キャッシュフロ 

ー法を採用して算定を行いました。一方、ＰｗＣは、当社およびアロン化成の両社について、市場株価基準方式およ 

びディスカウンテッド・キャッシュフロー方式を採用して株式交換比率の算定を行いました。これらの算定結果を参

考に、両社間で協議し、株式交換比率を決定いたしました。 

 ③交付株式数 

  普通株式 19,471,665株（うち、自己株式割当交付数19,471,665株） 

(3)発生した負ののれんの金額および発生原因 

 ①発生した負ののれんの金額 3,080百万円 

 ②発生原因 

  子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によるものであります。

  

（企業結合等関係）



（注） 

１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 437.17 円 469.62

１株当たり当期純利益 円 52.05 円 51.00

    
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益 (百万円)  13,133  13,000

普通株主に帰属しない金額 (百万円)  －  －

普通株式に係る当期純利益 (百万円)  13,133  13,000

普通株式の期中平均株式数 （千株）  252,327  254,929

    
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 

純資産の部の合計額 (百万円)  125,027  127,776

純資産の部の合計額から控除

する金額 
(百万円)  14,743  3,950

（うち少数株主持分）    (14,743)  (3,950)

普通株式に係る期末の 

純資産額 
(百万円)  110,283  123,826

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 
（千株）  252,267  263,675

（重要な後発事象）



                                               

役員の異動 

   

 平成24年３月27日開催の定時株主総会および取締役会で次のとおり選任ならびに退任の予定であります。 

（執行役員は取締役会のみで選任および退任） 

  

１． 代表者の異動 

       なし 

  

２． その他の役員の異動 

① 新任取締役候補  

  取締役業務本部長        中川  和明（現 執行役員アクリル事業部長） 

※ 業務本部は４月１日付で業務部から改称予定であります。  

② 新任監査役候補 

監査役（非常勤）        原     一夫（現 アロン化成株式会社監査役、 

                       平成24年３月23日同社監査役を退任予定）  

                ※ 原一夫氏は、社外監査役の候補者であります。            

③ 退任予定監査役 

現 監査役（非常勤）      幡谷   宣男 

   

３． 上席執行役員・執行役員の異動 

① 退任予定上席執行役員 

現 上席執行役員業務部長    大谷 新一郎（顧問に就任予定） 

  

② 新任執行役員候補 

執行役員本店営業部長      兼定   盛幸（現 業務部営業総括グループリーダー） 

  

執行役員徳島工場長       佐藤  明生（現 徳島工場長） 

 以 上

  

５．その他


	ヘッダー3: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー4: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー5: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー6: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー7: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー8: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー9: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー10: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー11: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー12: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー13: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー14: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー15: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー16: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー17: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー18: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー19: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー20: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー21: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー22: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー23: 東亞合成株式会社（4045）平成23年12月期　決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -


